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１．はじめに

本稿の目的は，従業員のエンゲイジメント研究の概念を整理し，今後を展望することにある。
1990年以降，従業員の態度を捉える概念としてエンゲイジメント（engagement）に高い関心

が寄せられてきた。たとえば Google Trendで “employee engagement” と検索すると，2024年６
月時点で，関心スコアが50という値を示している。同時点の組織コミットメントが６，ジョブ・
インボルブメントが２，職務満足が32なのを踏まえれば，エンゲイジメントへの注目の高さが
うかがえよう。わが国でも注目されており，『労働経済の分析』（厚生労働省，2019）では，ワー
ク・エンゲイジメントに１章が設けられている。そこではワーク・エンゲイジメントと生産性
の関係や，規定要因としての職場環境や評価制度との関係が定量的に検討されている。
経営学，とくに組織行動論などの文脈ではエンゲイジメントは当初，個人的エンゲイジメン

ト（personal engagement）として Kahn（1990）が概念化し，現在ではワーク・エンゲイジメン
ト（work engagement）や職務エンゲイジメント（job engagement）など，様々な形で概念化さ
れている。一方，多岐にわたるエンゲイジメント概念整理も重要だが蓄積は乏しい（e.g., 

Bailey et al., 2017; Shuck, 2011, 2020; 髙橋他，2021）。
これを踏まえて本稿では，Kahn（1990）以降の過去30年にわたって展開されてきたエンゲ

イジメントの概念整理を行い，今後の展望を考察する。
本稿は以下の構成である。まず次節でエンゲイジメント研究を，Kahn（1990）を出発点と
する個人的エンゲイジメントの系譜と，Schaufeli et al.（2002）を起点とするワーク・エンゲイ
ジメントの系譜に区分する。そのうえで各系譜の諸概念を概説し，最後に今後の展望を述べる。
展望では具体的に，既往のエンゲイジメント研究は，個人と仕事全般の関係に焦点が当てられ
てきたため，対象（targets）としての組織へのエンゲイジメントの検討が求められることを提
起する。

２．エンゲイジメントの研究系譜

エンゲイジメントの概念整理を行うまえに，そもそも学術分野におけるエンゲイジメントに
どのような研究系譜があるかを確認する。エンゲイジメントの研究系譜は大きく，Kahn（1990）
を出発点とする個人的エンゲイジメント（personal engagement）の系譜と，Schaufeli et al. （2002）
を起点とするワーク・エンゲイジメント（work engagement）の系譜に大別できる。
たとえば Shuck（2011）はエンゲイジメント研究の分類として，① Kahn（1990）を嚆矢と
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する欲求充足アプローチ（needs-satisfying），② Saks（2006）などの多次元アプローチ
（multidimensional），③ Harter et al. （2002）を中心とする満足 -エンゲイジメントアプローチ
（satisfaction-engagement），そして④ワーク・エンゲイジメントに代表されるバーンアウトへの
アンチテーゼアプローチ（burnout-antithesis）に分類して各アプローチを整理している。
まず①の欲求充足アプローチとは，起点となった Kahn（1990）が明らかにした，有意義性

（meaning），安全性（safety），そして利用可能性（availability）が充足されることでエンゲイジ
メントが高まるとしたアプローチである（e.g., May et al., 2004; Rich et al., 2010）。②の多次元
アプローチは，職務エンゲイジメント（job engagement）や組織エンゲイジメント（organizational 

engagement）のようにエンゲイジメントの対象（targets）や，エンゲイジメントを構成する心
理要素の多次元性を指し（e.g., Saks, 2006; Shcuk & Wollard, 2010），③は Harter et al.（2002）を
中核とする，ギャラップ社が開発した Gallup Workplace Audit（GWA）をもちいた研究群を指す。
そして④は，エンゲイジメントをバーンアウトとは独立した概念であると主張した研究領域で
ある（e.g., Schaufeli et al., 2002, 2006）。

Bailey et al. （2017）も類似の整理をしており，そこでは① Kahn（1990）を出発点とする研究，
② Schaufeli et al.（2002）を起点とする研究，③ Saks（2006）を中心とする多次元性などの観
点からエンゲイジメントの分類が可能だという。
だが Shuck（2011）や Bailey et al. （2017） の多次元アプローチにかんして，それが如何なる

点で多次元であるのかの説明は不明瞭である。具体的に Shuck（2011）は，エンゲイジメント
への対象（target）の多次元性と，エンゲイジメントを構成する心理要素の多次元性を無分別
にまとめている。たしかに Bailey et al. （2017）は，複数の対象へのエンゲイジメント研究群
（e.g., Saks, 2006）と，エンゲイジントを構成する心理要素の多次元性が分けて論じられている。
だが Kahn（1990）の個人的エンゲイジメントはもともと，多次元の心理要素から構成されて
いることを踏まえると，エンゲイジメントを構成する心理要素の多次元性の議論は Kahn

（1990）の系譜に位置づける方が適切である。
Saks（2006）の対象の多次元性についても，この研究の問題意識は，実践的文脈で論じられ

ることが多い従業員エンゲイジメント（employee engagement）を，Kahn（1990, 1992）の定義
を踏まえつつ学術的に概念化することであるため，これ自体を独立したアプローチとして論じ
るのではなく，個人的エンゲイジメントの系譜で位置づける方が妥当だろう（髙橋他，2021）。
また従業員エンゲイジメント（employee engagement）について Harter et al.（2002）は，仕事

への関与（involvement）や満足感（satisfaction），そして熱意（enthusiasm）と定義した。たし
かに定義だけを見れば，エンゲイジメントを構成する心理要素の多次元性という意味で Kahn

（1990）の系譜との関連を見出せるかもしれない。
だが，従業員エンゲイジメントの構成概念と，個人的エンゲイジメントのそれが具体的にど

のように対応しているかは明確ではなく（Shuck, 2011），Kahn（1990）の系譜に位置づけられ
るものではない。また，Schaufeli et al.（2002）のワーク・エンゲイジメントは個人と仕事全般
の関係に焦点を当てたものであるが，従業員エンゲイジメントは個人と組織の関係も含意して
いる点で（Schaufeli, 2013），Schaufeli et al. （2002）の系譜に位置づけられるものでもない。さ
らに従業員エンゲイジメントは実務界で言及されることの多い概念であり（Saks, 2006），組織
コミットメントや職務満足感，そして役割外行動と同義であり，上述の GWA尺度の学術的妥
当性も懸念されている（Schaufeli, 2013）。
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つまり従業員エンゲイジメントと，Kahn（1990）や Schaufeli et al.（2002）との間に共通項
を見出すことは容易ではなく，くわえて従業員エンゲイジメント自体に，他概念との弁別を可
能たらしめる特徴が含まれているとは言いがたいのである。実際に学術的なエンゲイジメント
研究全体から見ても，従業員エンゲイジメントは単なる名称として用いられることが多い
（e.g., Byrne et al., 2016; Saks, 2006; Shuck et al., 2014; Soane et al., 2012）。こうした背景もありエ
ンゲイジメント研究をレビューするさい，従業員エンゲイジメントは除外されている（e.g., 

Bailey et al., 2017; Saks & Gruman, 2014）。
そして Schaufeli et al. （2002）が提唱したワーク・エンゲイジメントは，たしかに概念化する
さいに，Kahn（1992）を引用し根拠の１つとしている。だが後述のように，Kahn（1990, 
1992）の研究目的が役割遂行における自己投入の概念化にあったことを踏まえれば，あくまで
もバーンアウトとは独立した概念として論ずることを目的とした Schaufeli et al. （2002）とは性
質を異にする。事実ワーク・エンゲイジメントの構成概念と，Kahn（1990）のそれとの関連
は明らかではない（e.g., Byrne et al., 2016; Rich et al., 2010）。
以上を踏まえると学術分野におけるエンゲイジメント研究は，Kahn（1990）の個人的エン
ゲイジメントと，Schaufeli et.（2002）を出発点とするワーク・エンゲイジメントの２つの系譜
に整理できる。直近でいえば髙橋他（2021）も，看護分野におけるエンゲイジメント研究を本
稿と類似した分類で整理している。したがって本稿ではこの２つの系譜におけるエンゲイジメ
ントの概念展開を整理していく。
概念の展開を追うさいは，その概念の代表的な尺度（measurement）を中心に追うことが有
益である（e.g., Morrow, 1983; Shuck, 2020）。したがって本稿では上の Shuck（2011）や髙橋他
（2021）の分類に依拠しつつ，エンゲイジメントの尺度を開発した研究を中心に概念整理を行
う1）。

３．個人的エンゲイジメント（personal engagement）の系譜

経営学でエンゲイジメントを最初に論じたのが Kahn（1990）である。Kahnの問題意識は，
組織コミットメントやジョブ・インボルブメントなどでは，心理状態を把握することはできて
も，特定の瞬間における役割遂行に当人がどう自己投入するかが把握できないことにあった。
そこで Kahn（1990）は，役割遂行における自己投入を個人的エンゲイジメント（personal 

engagement）として概念化し，組織成員が仕事役割の遂行にさいして，身体的・認知的・感情
的に自己を投入することと定義した。身体的自己投入とは対象への努力投入やその持続を示
し，認知的自己投入は対象への注意や関心を，そして感情的自己投入は対象への愛着や誇りと
して理解されている（e.g., Rich et al., 2010; Shuck et al., 2017）。
個人的エンゲイジメントは Goffman（1961）の役割距離（role distance）に依拠した概念であ
る。Goffman（1959）は人間の行為（performance）には，自分自身の行為に欺かれそれがあた
かも現実そのものだと信じ込んでいるときと，自分自身の行為に醒めているときの２つの状態

1） 本稿では，エンゲイジメント研究の概念整理を目的としているが，各系譜の規定要因や結果変数などのレ
ビューは Bailey et al. （2017）や Shuck（2020）などが詳しい。
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があると指摘する。その後 Goffman（1961）は，個人と役割との間に想定される乖離を役割距
離と名付けた。役割距離が近い場合には，その役割に愛着を感じ，役割活動に積極的にかかわ
り，役割遂行において自分の能力が適格であると示そうと試み，注意や努力をもって専心する
（Goffman, 1961）。逆に，役割距離が遠い場合には，個人は役割遂行に冷めた態度で臨み，そ
れを悟られないために役割を受け入れたふりをする（Goffman, 1959, 1961）。
この役割距離や行為という観点を踏まえて Kahn（1990）は，身体的・認知的・感情的自己

投入が個別にではなく同時に（simultaneously）生じることが重要であると指摘した。そして，
従業員が仕事役割の遂行（work role performance）にさいして自己を投入するときと，一方で
離脱を試みる条件を38名へのインタビュー調査をつうじて検討した。結果，有意義性
（meaningful），安全性（safe），利用可能性（availability）の３つを個人的エンゲイジメントの
規定要因として抽出している。つまり自分が担う役割に意味があり，心理的に安全な環境下で
あり，そして役割遂行に必要な資源をいつでも利用できるという状況であるほど，個人的エン
ゲイジメントが高まり，結果として好ましい自己（preferred self）が表出する可能性が示唆さ
れた。
個人的エンゲイジメントは後の Kahn（1992）で心理的存在感（psychological presence）とし

て再概念化されている。これは，個人が持つ活力（energies）を身体的・認知的・感情的に結
びつける行動を指す（Kahn, 1992）。具体的には，個人が自分自身の役割や他者にたいして注
意を払い，深くかかわる状態である（Kahn, 1992）。
以上が Kahn（1990, 1992）の概要である。以下では個人的エンゲイジメントの系譜のうち，

人材が担う役割（role）を中心に，対象（target）を明確に概念化した個人的エンゲイジメント
研究と，対象を明確にせず，Kahn（1990）が指摘した，エンゲイジメントが生じる身体的・
認知的・感情的自己投入といった心理的プロセスの観点から，個人的エンゲイジメントの概念
化を試みた研究に分けたうえで整理をする。

3-1．明確な対象を持つ個人的エンゲイジメント−役割（role）の観点から−
明確な対象を持つ個人的エンゲイジメント研究とは，人材が担う役割（role）に依拠して，

Khan（1990）の個人的エンゲイジメントの概念化を試みた研究を指す。役割の観点からエン
ゲイジメントを概念化するということは，特定の対象（target）へのエンゲイジメントという
ことになる。そのため明確な対象を持つ個人的エンゲイジメントと命名している。具体的には，
Rothbard（2001）や Saks（2006），May et al.（2004），そして Rich et al.（2010）である。

Rothbard（2001）は個人的エンゲイジメントを，注意（attention）と没頭（absorption）から
構成される概念とした。注意とは，自分が担う役割に費やせる認知的リソースを指し，没頭は
役割に集中している程度を指す（Rothbard, 2001）。そして人材が担う役割（role）の観点から，
ワーク・エンゲイジメント（work engagement）とファミリー・エンゲイジメント（family 

engagement）の２つにエンゲイジメントを概念化した。なおこのワーク・エンゲイジメントは
Schaufeli et al. （2002）と名称は同じだが，概念的ないし台頭の背景は異なる。なぜならば
Schaufeli et al.（2002）に Rothbardの引用はないことにくわえ，Rothbard（2001）の目的は，人
材が担う多様な役割へのエンゲイジメントを概念化することであり，Schaufeli et al.（2002）の
ようなバーンアウトと独立した概念として論じることではないからである。Rothbard（2001）
は計18項目から構成される尺度を開発し，ワーク・エンゲイジメントとファミリー・エンゲイ
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ジメントの間にどのような関係があるのかを公立大学に勤務する684名の従業員を対象に検証
した。

Rothbard同様，人材が担う役割（role）の観点から個人的エンゲイジメントを論じたのは
Saks（2006）である。Saks（2006）は，人材が組織内で担う役割への心理的存在感と，組織の
一員としての心理的存在感があることを指摘し，前者を職務エンゲイジメント（job 

engagement），後者を組織エンゲイジメント（organizational engagement）と概念化し，計11項
目から成る尺度を開発した。102名の従業員を対象に調査を行い，職務エンゲイジメントおよ
び組織エンゲイジメントが何に規定されるのか，また後続変数にどのような影響を与えるのか
を検証した。
ついでMay et al. （2004）は，有意義性，安全性，利用可能性が個人的エンゲイジメントを規

定すると指摘した Kahn（1990）を経験的に実証している。そこでは仕事役割（work role）の
観点から職務を対象とした心理的エンゲイジメント（psychological engagement）と概念化した。
13項目から構成される尺度を開発し，230名への調査を実施し，どのような要因が有意義性，
安全性，利用可能性に影響し，その結果として心理的エンゲイジメントにつながるかを明らか
にしている。
だがMay et al. （2004）の職務エンゲイジメントは，それを構成する身体的・認知的・感情的

側面の信頼性が安定せず，最終的には１因子として分析が行われている。そのため，May et 

al.（2004）の職務エンゲイジメントが後続の実証研究でもちいられることは少なかった。
この課題を乗り越えたのが Rich et al.（2010）である。ここでは役割遂行の観点から職務エ

ンゲイジメント（job engagement）として論じられている。この場合の職務エンゲイジメントは，
個人の身体的・認知的・感情的エネルギーを，仕事遂行のために同時に投入することを指す
（Rich, 2010）。計18項目の尺度を開発し，245名の消防士を対象にして調査を行い，職務エンゲ
イジメントが何に規定されるのか，またその結果として職務態度・行動にどのような影響をお
よぼすのかを検討した。また，May et al. （2004）とは異なり，職務エンゲイジメントを構成す
る身体的・認知的・感情的側面の信頼性も十分に高かった（α =.95）。
このように明確な対象を持つ個人的エンゲイジメント研究では，役割に依拠したかたちで職

務エンゲイジメント，ファミリー・エンゲイジメント，さらに組織エンゲイジメントなどとし
て概念化されてきた。だがそのエンゲイジメントを構成する心理要因については，May et al. 

（2004）や Rich et al. （2010）を除き，Kahn（1990）の観点が必ずしも反映されているわけでは
なかった。

3-2．明確な対象を持たない個人的エンゲイジメント−心理的プロセスからの概念化−
前項は役割の観点から個人的エンゲイジメントの概念化を試みた研究系譜である。だが，人

材が担う役割ではなく，Kahn（1990）が指摘した身体的・認知的・感情的自己投入の議論を
踏まえて概念化した研究もある。役割に依拠していないため，特定の明確な対象へのエンゲイ
ジメントに位置づけられるわけではない。実際にこの系譜に位置する Soane et al.（2012）や
Shuck et al. （2017）は，項目ベースでみると，職務や会社，同僚といった複数の表記がされて
おり，必ずしも特定の対象へのエンゲイジメントに焦点を当てたものではない。

Soane et al. （2012）は，個人的エンゲイジメントが，役割への集中（focused role），活性化
（activation），ポジティブ感情（positive affect）に依拠していることを指摘し，人材のエンゲイ
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ジメントが知的側面（intellectual），感情的側面（affective），そして社会的側面（social）から
構成される多次元な概念であるとした。知的側面は，個人が仕事にどの程度熱中しているのか
という認知的側面を指し，感情的側面は，仕事の役割に関連するポジティブな心理状態を，そ
して社会的側面は，個人が仕事環境と結びつき，同僚と価値観を共有している程度を指す
（Soane et al., 2012）。これら３つの中でも社会的側面は，仕事の役割を遂行するうえで接点を
持つ人々とのつながりが重要であるという Kahn（1990）を踏まえて概念化されたが，Kahn以
降十分に注目されてこなかった（Shuck, 2020）。

Soane et al. （2012）は，ISA（Intellectual, Social, Affective） engagement scaleとして９項目の妥
当性検証を試み，759名の従業員を対象に調査を行った。結果，ISA尺度の３因子構造が認め
られ，十分な信頼性や予測的妥当性も示唆された。
つぎに Shuck et al. （2017） は，個人的エンゲイジメントの観点を踏まえつつ，従業員のエン

ゲイジメントを，認知的・感情的・行動的活力を強化し，方向づける，仕事に関連したポジティ
ブな心理状態と定義し，12項目からなる尺度を開発している。ここでは特定の役割の観点から
ではなく，職務やチームにおける仕事経験（work experiences）の観点から従業員のエンゲイジ
メントとして概念化されている。認知的エンゲイジメントは，組織の成果に向けて表出される
精神的エネルギーの強さと定義され，感情的エンゲイジメントは組織の成果に向けて感情を投
入する強度や意欲と，そして行動的エンゲイジメントはパフォーマンスにプラスの影響を与え
るような行動を意図した心理状態と定義される（Shuck et al., 2017）。

Shuck et al. （2017） が開発した尺度は，Rich et al. （2010）の職務エンゲイジメントと有意な正
の相関を持ち，また，エンゲイジメントとの関連で取り上げられることの多い職務満足感，自
発的努力，well-being，さらに仕事評価などとも正の関係を持ち，基準関連妥当性が認められた。
このように明確な対象を持たない個人的エンゲイジメント研究は，個人的エンゲイジメント

を構成する，身体的・認知的・感情的な心理的プロセスを重視して概念化したものといえる。

3-3．個人的エンゲイジメントの系譜の実証研究と小括
個人的エンゲイジメントの系譜の実証研究では，エンゲイジメントを促進する説明として有

意義性・安全性・利用可能性が充足された結果，身体的・認知的・感情的自己投入が生じ，結
果として職務成果などに反映されることが仮定されてきた（e.g., Byrne et al., 2016; Fletcher & 

Schofield, 2021; May et al., 2004; Rich et al., 2010）。その意味で Kahn（1990）の議論が反映され
ている。また社会的交換理論（social exchange theory）に依拠した研究も多い（e.g., Alfes, 

Shantz et al., 2013; Alfes, Truss et al., 2013; Biswas et al., 2013; Shuck et al., 2014）。つまり組織から
支援されることで返礼知覚が促進され，結果としてエンゲイジメントや後続の職務態度や行動
に反映されるメカニズムも想定されている。また，個人的エンゲイジメントの諸概念が個人要
因や職場環境要因，さらに組織コミットメントや満足感などの類似概念とどのような関係にあ
るのかの研究も行われつつある（e.g., Byrne et al., 2016）。
このように個人的エンゲイジメントは Kahn（1990）を出発点として，人材が担う役割（role）
や，エンゲイジメントが生じる心理的プロセスの観点から，様々な対象へのエンゲイジメント
が検討されてきた。くわえて Shuck et al. （2017）や Soane et al. （2012）などのように，従業員
の心理状態そのものを Kahn（1990）の観点から概念化した研究も認められる。ここで取り上
げた研究以外にも，Britt et al. （2005）や James et al. （2011），Palmer & Gignac （2012）があり，
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そこでは従事している職務へのエンゲイジメントにくわえ，所属している組織やチームなどへ
のエンゲイジメントも取り上げられ，それを構成する心理的側面の概念化が一部行われつつあ
る。
だが個人的エンゲイジメント研究の課題として，ほかの概念との関連性を経験的に検討した

研究が乏しいことが指摘できる。一般的にエンゲイジメントと他概念の弁別を論じるさいに
は，エンゲイジメントを構成する心理要素の多元性に焦点が当てられる（e.g., Christian et al., 

2011）。たとえば職務満足感との違いについては，職務満足感が態度における認知的側面に焦
点を当てているのにたいし，エンゲイジメントは認知的側面にくわえて感情的・身体的側面も
含んでいる（Christian et al., 2011; Rich et al., 2010）。同様に組織コミットメントは態度の感情的
側面が注目される場合が多いのにたいし，エンゲイジメントは認知的・身体的側面も捉えてい
る（Christian et al., 2011）。このようにエンゲイジメントは人間の心理状態を複数の側面から捉
えているため，それだけエンゲイジメントの結果変数である職務態度・行動を説明できると仮
定されている。これは一部実証的にも支持されてきている（e.g., Christian et al., 2011; Rich et 

al., 2010）。
だがエンゲイジメントが他概念よりも身体的・認知的・感情的側面を含んでいるがゆえに説

明力のある概念であると直感的に理解はできても，個人的エンゲイジメントと組織コミットメ
ントや満足感，ジョブ・インボルブメント，さらには次節のワーク・エンゲイジメントなどと
の弁別妥当性や予測的妥当性を検証したのは乏しい（e.g., Byrne et al., 2016; Farndale et al., 2014; 
Fletcher, 2016; Rich et al., 2010; Saks, 2019; Shuck et al., 2015; Soane et al., 2012; Viljevac et al., 

2012）。

４．ワーク・エンゲイジメント（work engagement）の系譜

ワーク・エンゲイジメントは，産業保健心理学（occupational health psychology）にルーツを
持つ概念である（Schaufeli, 2013）。この分野のエンゲイジメントは当初，バーンアウトと数直
線上の対極に位置するものと見なされ，バーンアウトの逆転スコアとして算出されていた
（Schaufeli et al., 2002）。つまりエンゲイジメントが高い状態はバーンアウトしていない状態を
意味していたのである。
だが仮にエンゲイジメントとバーンアウトが数直線上で対極に位置するのであれば，エンゲ

イジメントとバーンアウトにどのような関係があるのかを検証することは不可能である。これ
を踏まえて Schaufeli et al.（2002）は，バーンアウトとは独立した概念としてワーク・エンゲ
イジメントを提唱した。
ワーク・エンゲイジメントとは，活力（vigor），熱意（dedication），没頭（absorption）に特

徴付けられる，仕事に関連したポジティブで充実した精神状態と定義される（Schaufeli et al., 

2002）。Schaufeli et al. （2002） によれば，活力は，仕事中に発揮される高度な気力と精神的強靱
さの程度を指し，困難に直面しても努力し続けようとする意欲を指す。また熱意は，仕事に意
義を見出し，熱中し，誇りを抱いている程度を指す。そして没頭は，仕事に集中し，時間が経
つのを忘れ，自分と仕事を分離することが難しい状態を指す。このような問題意識にもとづき
Schauifeli et al.（2002）は，ワーク・エンゲイジメントとバーンアウトの間にどのような関係
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があるのかを検討した。
ワーク・エンゲイジメントはユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント・スケール（Utrecht 

Work Engagement Scale: UWES）として活用されており，当時は17項目だったものが，Schaufeli 

et al.（2006）が９項目に削減し，Schaufeli et al.（2019）が３項目の超短縮版尺度（ultra–short 

measure）も開発している。また，日本語版尺度も活用されている（Shimazu et al., 2008） 。
ワーク・エンゲイジメントはこれまで，JD-Rモデル（job demands resources model）に依拠

して，実証研究が進められてきた。Schaufeli and Bakker （2004） によれば，JD-Rモデルのうち
仕事の要求（job demands）は，継続的な努力を求められるような，仕事における身体的・心
理的・社会的・組織的側面を意味しており，役割過重やコンフリクトなどが該当する。そして
仕事の資源（job resources）は，仕事の要求を低減し，目標を達成する機能を持ち，さらに個
人的成長を促進するものを指す。JD-Rモデルはメタ分析からも支持されており，また，ワー
ク・エンゲイジメントが高まることで職務態度・行動に反映されることも示唆されている（e.g., 

Halbesleben, 2010）。ほかにもワーク・エンゲイジメントの説明枠組みとして，資源保存理論
（conservation of resource theory: Hobfoll, 1989）や拡張形成理論（broaden and build theory: 

Fredrickson, 2001）があり，ワーク・エンゲイジメントがどのように促進されるのか，またワー
ク・エンゲイジメントが高まることでどのようなメカニズムで職務行動に反映されるのかの議
論も行われている（e.g., Eldor & Harpaz, 2016; Meijerink et al., 2020）。
このようにワーク・エンゲイジメントの系譜では，バーンアウトとは独立した概念として論

じることを起点とし，それが何に規定されているのか，またワーク・エンゲイジメントが高
まった結果，どのように職務態度・行動などに影響するのかについて研究が進められてきた。
従業員エンゲイジメントへの批判である他概念との弁別も行われ，概念妥当性が示唆されてき
ている（Schaufeli & Bakker, 2010）。
だがワーク・エンゲイジメントを構成する活力・熱意・没頭が，個人的エンゲイジメントの

身体的・認知的・感情的な自己投入とどのような関係にあるのかは不明確である（Shuck, 

2020; Rich et al., 2010）。また，ワーク・エンゲイジメントを説明するさいに用いられる JD-R

モデルについても，その構成要素は多岐にわたっており，なぜ特定の資源や要求がワーク・エ
ンゲイジメントを高めたり低めたりするのかについての議論は乏しい（Saks & Gruman, 2014）。
さらにワーク・エンゲイジメントは個人と仕事全般の関係にフォーカスしているため，概念

としての明快さがある一方で，それが生起する組織の文脈は捨象される傾向にある（髙橋他，
2021）。だが組織で働く人材にとって，仕事は社会的文脈に位置づけられるものであるため，
組織で働くことをより包括的に捉える観点も求められる（髙橋他，2021）。

５．議論の要約と今後の展望

以上，個人的エンゲイジメントとワーク・エンゲイジメントの２つの系譜の概念展開を追っ
てきた。ここまでの議論をおおまかに整理すると図表１のようになる。
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個人的エンゲイジメントの出発点となった Kahn(1990)は、エンゲイジメントを構成する身体

的・認知的・感情的自己投入や、それを規定する環境要因に関心があったのにたいし、それ以降の

研究では Kahn の議論を踏まえつつも、人材が担う役割(role)の観点から、種々の対象(target)への

エンゲイジメントの概念化が試みられ、その規定要因や結果変数について検討されてきた(e.g., 
May et al., 2004; Rich et al., 2010; Rothbard, 2001; Saks, 2006)。また、Kahn(1990)の身体的・認知

的・感情的自己投入というエンゲイジメントが生じる心理的プロセスの観点から概念化を試みた研

究も行われてきた(e.g., Shuck et al., 2017; Soane et al., 2012)。 
一方でワーク・エンゲイジメントの系譜では、Schaufeli et al. (2002)がバーンアウトとは独立し

た概念として論じたことを起点に、JD-R モデルなどに依拠しながら、いかにしてワーク・エンゲ

イジメントを高めるのかに関心が払われてきた。 
したがって図表 1 に示されているように、人材のエンゲイジメントを高めることに関心がある

のであればワーク・エンゲイジメントの知見が、一方で様々な対象へのエンゲイジメントに関心が

あるのであれば個人的エンゲイジメントの系譜の知見が各々有益である。 
エンゲイジメント研究全体の動向としては、ワーク・エンゲイジメントが主に用いられる概念

である(Bailey et al., 2017; Shuck, 2020)。たとえばメタ分析を行った Christian et al.(2011)では、対

象となった 90 の実証研究のうち、73 がワーク・エンゲイジメントとして検討されたものである。 
既述のように、ワーク・エンゲイジメントの課題の 1 つは、それが個人と仕事の関係に焦点を

当てた概念であるため、それが生起する組織の文脈は捨象される(髙橋他, 2021)。だが多くの人は

組織で働き、そこでキャリアを形成しているため、髙橋他(2021)が指摘するような、組織で働くこ

とをより包括的に捉える視点が重要である。 
これを踏まえて本稿は、エンゲイジメント研究の今後の方向性の 1 つとして、「組織と個人の関

係」や「組織の中で働く」視点(髙橋他, 2021)を取り入れることを提起する。より具体的には、

Saks(2006)のような対象としての組織への態度自体をエンゲイジメントとして概念化し、検討する

ことである。 
この「組織と個人の関係」や「組織の中で働く」視点が重要なのは、ワーク・エンゲイジメン

トが高い人材が、同時に組織への関心も高い人材とは限らないからである。Gouldner(1957)のコス

モポリタンやローカルの観点から考えれば、仕事へのエンゲイジメントは高くとも、所属している

組織へのエンゲイジメントが低い人材がいることは理論的には想定可能である。実践的にみても、

近年では仕事への意識にウェイトが置かれる傾向にあるが、組織としての一体感を持つことも同様

に重要であることが指摘されている(e.g., 野津, 2023)。したがってワーク・エンゲイジメントだけ

先⾏要因 エンゲイジメント エンゲイジメントの対象 著者

meaning physical work/family Rothbard(2001)

safety cognitive job May et al.(2004); Rich et al. (2010)

availability emotional organization James et al. (2011); Saks(2006)

overall Shuck et al. (2017); Soane et al. (2012)

vigor
JD-R model dedication work Schaufeli et al. (2006, 2019)

absorption

note.

ワーク・エンゲイ
ジメントの系譜

個⼈的エンゲイジ
メントの系譜

Kahn(1990)
Kahn(1990)以後

Schaufeli et al.(2002)以後
(1)個⼈的エンゲイジメントの系譜におけるoverallは、特定の対象を持たないことを便宜的に⽰すための表記である。
(2)筆者作成

図表１　エンゲイジメント研究の系譜概略

個人的エンゲイジメントの出発点となった Kahn（1990）は，エンゲイジメントを構成する
身体的・認知的・感情的自己投入や，それを規定する環境要因に関心があったのにたいし，そ
れ以降の研究では Kahnの議論を踏まえつつも，人材が担う役割（role）の観点から，種々の
対象（target）へのエンゲイジメントの概念化が試みられ，その規定要因や結果変数について
検討されてきた（e.g., May et al., 2004; Rich et al., 2010; Rothbard, 2001; Saks, 2006）。また，Kahn

（1990）の身体的・認知的・感情的自己投入というエンゲイジメントが生じる心理的プロセス
の観点から概念化を試みた研究も行われてきた（e.g., Shuck et al., 2017; Soane et al., 2012）。
一方でワーク・エンゲイジメントの系譜では，Schaufeli et al. （2002）がバーンアウトとは独

立した概念として論じたことを起点に，JD-Rモデルなどに依拠しながら，いかにしてワーク・
エンゲイジメントを高めるのかに関心が払われてきた。
したがって図表１のように，人材のエンゲイジメントを高めることに関心があるのであれば

ワーク・エンゲイジメントの知見が，一方で様々な対象へのエンゲイジメントに関心があるの
であれば個人的エンゲイジメントの系譜の知見が各々有益である。
エンゲイジメント研究全体の動向としては，ワーク・エンゲイジメントがもちいられること

が多い（Bailey et al., 2017; Shuck, 2020）。たとえばメタ分析を行った Christian et al.（2011）では，
対象となった90の実証研究のうち，73がワーク・エンゲイジメント研究である。
だが既述のように，ワーク・エンゲイジメントの課題の１つは，それが個人と仕事全般の関

係に焦点を当てた概念であるため，それが生起する組織の文脈は捨象されることであった（髙
橋他，2021）。多くの人は組織で働き，そこでキャリアを形成しているため，髙橋他（2021）
が指摘するような，組織で働くことをより包括的に捉える視点が重要である。
これを踏まえて本稿は，エンゲイジメント研究の今後の方向性の１つとして，「組織と個人

の関係」や「組織の中で働く」視点（髙橋他，2021）を取り入れることを提起する。より具体
的には，Saks（2006）のような対象としての組織への態度自体をエンゲイジメントとして概念
化し，検討することである。
この「組織と個人の関係」や「組織の中で働く」視点が重要なのは，ワーク・エンゲイジメ

ントが高い人材が，同時に組織への関心も高い人材とは限らないからである。Gouldner（1957）
のコスモポリタンやローカルの観点から考えれば，仕事へのエンゲイジメントは高くとも，所
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属している組織へのエンゲイジメントが低い人材がいることは理論的には想定可能である。実
践的にみても，今日では仕事への意識にウェイトが置かれる傾向にあるが，組織としての一体
感を持つことも同様に重要であることが指摘されている（e.g., 野津，2023）。したがってワー
ク・エンゲイジメントだけを高めるだけでは不十分であり，「組織と個人の関係」や「組織の
中で働く」視点を取り入れることは，今後のエンゲイジメント研究の発展に寄与するだろう。
とりわけ Schaufeli et al. （2002）はワーク・エンゲイジメントを概念化するさいに Kahn（1992）

を根拠の１つに取り上げているが，その Kahn（1990, 1992）が依拠した Goffman（1959, 1961）
は，役割遂行において，それが営まれるチームや舞台装置（setting），局域（region）への関心
を持つことも重要だと指摘していることを踏まえれば，エンゲイジメントに「組織の中で働く」
視点を導入することも重要な検討課題なのである。
では，「組織と個人の関係」や「組織の中で働く」とは具体的にどのような視点だろうか。

これを提示した髙橋他（2021）は，組織の使命や存在意義といったエンゲイジメントを規定す
る組織的要因の可能性を指摘している。たしかにエンゲイジメントと未検討な組織的要因の実
証研究は重要ではある。だが規定要因を探るだけであれば，JD-Rモデルの研究蓄積があるため，
髙橋他（2021）が指摘するような，組織で働くことをより包括的に捉えるという意味でのエン
ゲイジメントの発展可能性は限られてくる。
単純に考えた場合，「組織の中で働く」ことや「組織と個人の関係」には，髙橋他（2021）

のような規定要因としてのマネジメントの検討と，対象（target）としての組織への態度を概
念化する２つの方法がある。後者のような，対象としての組織への態度をエンゲイジメントと
して概念化する方が，エンゲイジメント研究をより前進させるだろう。
これを考えるにあたって，個人的エンゲイジメントの系譜で議論されてきた組織エンゲイジ

メントが参考になる。Saks（2006）は，人材が企業内で担う役割への心理的存在感と，組織の
一員としての心理的存在感があるとし，職務エンゲイジメントと組織エンゲイジメントを概念
化した。
その後の研究で組織エンゲイジメントは，成員が組織の役割遂行のために自己を身体的・認

知的・感情的に投入することと再定義された（Saks et al., 2022）。この場合の組織エンゲイジ
メントは組織コミットメントや組織的同一化，組織市民行動と概念的に弁別される。具体的に
は，組織コミットメント，組織的同一化，組織市民行動は Kahn（1990）が指摘した心理的要
素のうち感情的，認知的，行動的要素の一部に焦点を当てているのにたいして，組織エンゲイ
ジメントは組織的な仕事，活動，イベント，課題，プロジェクトなどの遂行に従業員がどの程
度自己を発揮できるかを示すものである点で，より包括的である（Saks et al., 2022）。またこ
こから，特定の職務に特化した職務エンゲイジメントとも区別される（Saks et al., 2022）。
組織エンゲイジメントは，職務エンゲイジメントやワーク・エンゲイジメントと比較して，

組織コミットメントや組織市民行動，離職意図といった職務態度・行動，さらには組織成果に
たいしてより大きな影響をおよぼすことが示唆されている（e.g., Farndale et al., 2014; Saks, 

2019; Saks et al., 2022）。つまり人材の仕事や職務へのエンゲイジメントだけでなく，組織への
エンゲイジメントも考慮することはエンゲイジメント研究の理論的充実に向けた重要な検討課
題だといえよう。実際に経験的検討も蓄積されつつあり，Saks et al. （2022）はこれまで行われ
てきた40の実証研究の展望を行い，規定要因や結果変数との関係を論じている。
一方で概念として再定義されたものの，実証研究で用いられる Saks（2006）の組織エンゲ
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イジメントは，Kahn（1990）の身体的・認知的・感情的側面との対応関係が不明瞭である（Byrne 

et al., 2016）。これを踏まえてかその後の Saks et al.（2022, p.43）は，妥当性や信頼性が認めら
れている Rich et al.（2010）の職務エンゲイジメントのうち，「職務（job）」の項目を「組織
（organization）」に変換して尺度開発を行うことを提案している。
このように Saks（2006）が概念化した組織エンゲイジメントを精緻化して再検討することで，
これまで個人と仕事全般の関係に焦点を当てていたエンゲイジメント研究に，「組織の中で働
く」ことや「組織と個人の関係」という視点を反映させることができ，今後のエンゲイジメン
ト研究の概念的発展が期待できる。
また，組織エンゲイジメント以外にも「組織の中で働く」ことを考慮するうえでは，Soane 

et al. （2012）や James et al. （2011），Palmer & Gignac （2012）が取り上げた，同僚とのつながりや，
所属しているチームや職場（workgroup）のような，より対象を明確にしたエンゲイジメント
の検討も概念的発展につながるだろう。さらに，対象としての組織に自分自身がどの程度エン
ゲイジしているかではなく，周囲の成員がどの程度エンゲイジしているのかといった，参照点
をシフトした（referent-shift）研究も参考になる（e.g., Barrick et al., 2015; Stumpf et al., 2013）。
以上のような概念化を試みるにあたって留意しなければいけないのは，他概念との関連であ

る。本稿では既存のエンゲイジメント研究の中心であるワーク・エンゲイジメントでは，「組
織の中で働く」ことや「組織と個人の関係」を十分に捉えることができないという髙橋他
（2021）の指摘を踏まえて，個人的エンゲイジメントの系譜のうち，組織エンゲイジメントの
可能性について論じた。
だが「組織と個人の関係」には，組織コミットメントなどの研究蓄積が既にある。本稿で指

摘したエンゲイジメントにおける対象の多様性についてはたとえば，多重コミットメント
（multiple commitment）のような，組織以外へのコミットメントが顕現したときに，組織コミッ
トメントとどのような関係にあるのかの知見も豊富である（cf. Klein et al., 2013）。
既述のように個人的エンゲイジメントの系譜の課題は，他概念との比較検討を行った研究が

乏しいことである。個人的エンゲイジメントの諸概念が新しいボトルに入った古いワイン（old 

wine in a new bottle）にならないためにも，既存概念との関連を明らかにしながら理論的・経
験的研究の積み重ねが求められるだろう。
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